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はじめに
　基礎自治体の自律的な行政が要請される今日にお
いて、小規模自治体における行政能力の強化が喫緊
の課題となっている。政府は、高度化、多様化する
行政課題に対して自治体が柔軟かつ的確に対応でき
るように、基礎自治体が広域的な連携の仕組みを積
極的に活用することを推奨している。
　地方教育行政の領域では、教育委員会制度の全面
設置導入当初から小規模自治体の脆弱な職務遂行体
制を課題として認識し、適正設置単位が議論されて
きた1）。指摘される課題のひとつが指導行政業務で
ある。高度な専門的知識が期待される指導行政の事
務執行について、現状では多くの行政職員が精通し
ているとはいえず、専門的職員である指導主事に依
存するところが大きい2）。他方で、一部の小規模市
町村は財政力に乏しく、指導主事の配置が不十分な
ために、充実した職務遂行体制を備えていない3）。
2007年の地方教育行政の組織及び運営に関する法
律（地教行法）改正によって市町村への指導主事配
置が努力義務となり、その数は全国的に増加した。
しかしながら、人口規模と配置率の相関は強く、小
規模市町村への配置は拡充の余地が大きいといえ
る。このようななかで、中央教育審議会答申「今後
の地方教育行政の在り方について」（2013）は、指
導主事配置が進むように国や都道府県の財政的支援
が必要であること、そして市町村間が連携した事務
の共同処理への期待を示している。
　いわゆる平成の大合併当時は、「（筆者－市町村合
併の）結果次第では、多くの教育委員会の設置単
位の規模が拡大する（適正規模化する）ことによっ
て、（中略）職務遂行体制の充実がかなりの程度実現
することもありうる」4）、「行政能力の確保が至上命
題であり、そのためには、市町村合併などによる設
置単位の規模拡大が前提条件である、という論理を
見ることができる」5）といった行政の広域化に期待
する論考があった。一方で、組合の設立や機関等の
共同設置による教育行政の連携は、再三の提言にも
かかわらず歴史的にみて停滞、減少しており、広域
化教育委員会の拡大可能性は乏しいとする指摘が
あった6）。
　 教 育 行 政 の 広 域 化 の 阻 害 要 因 と し て 加 治 佐
（2000）は、設置に要する時間と労力の負担が過大
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ある〈非公式地方政府間連携〉から、地方政府の解
消と再編成を意味する〈新地方政府設立・統合〉に
至るまでの連続線」11）にあるアクターに注目する。
これにより、制度化の過程でアクターがどう行動
し、相互に影響しながら政策選好するのかという理
論的知見と、教育行政体制の充実、強化が要請され
るなかでの小規模自治体教育委員会再編という実践
的かつテーマ上の知見の双方を得ることをねらいと
する。
２．検討事例の概要
　本稿は、相楽東部広域連合教育委員会を事例とし
て取り上げる。京都府相楽郡の笠置町、和束町、南
山城村の3町村で構成し、2008年12月に新設され
た相楽東部広域連合は、翌年4月に既存の町村教育
委員会と笠置町南山城村中学校組合教育委員会を統
合した。現在は、広域連合教育委員会が3小学校2
中学校を管理している。2017年時点で全国にある
広域連合教育委員会は本事例と富良野広域連合の2
つのみであり、これらは例外的な存在である12）。後
者は、学校給食業務のみを所掌し、構成自治体の教
育委員会は残置している。
　相楽東部広域連合教育委員会は、広域化による指
導主事の共同設置を実現した。市町村の指導主事配
置パターンは、都道府県ごとに相違がある。堀内
（1994）は、京都府が教育事務所を設置する「最も一
般的なタイプに属する」ととらえ、指導主事配置に
関しては市町村教育委員会よりも教育局（教育事務
所）への配置に重きを置いていたことを示した13）。
また、押田（2006）は、2005年度の『地方教育行
政調査』に基づき都道府県別の指導主事の配置パ
ターンを明らかにしている。そのなかで京都府は、
市町村の指導主事配置率が30%程度にとどまって
いる14）。従来、京都府は指導行政における教育局の
役割が大きく、とくに小規模の町村へは指導主事配
置が進んでこなかった。同様の特徴は、当時の他の
教育事務所設置県にも指摘できる。なお、平成の大
合併により市町村配置の指導主事数は増加している
が、それは教育指導体制の充実ではなく、むしろ従
来よりも広域な地区を担当する場合が増えていると
である点を挙げる。これは、設置認可にかかる事務
手続きの煩雑さより、自治体間の政策調整の側面が
強い。すなわち、協議会等の方式と比較して、法人
格を有する特別地方公共団体の設置をともなう広域
連合や一部事務組合の方式は、調整等にかかる手間
と得られる効果が見合わないという。
　先行研究が指摘する阻害要因の解消、検証が不十
分なままに、同様の政策提言がくり返されており、
教育行政組織を再編した実例の検証が求められる。
１．研究目的と分析視角
　本稿の目的は、地方教育行政組織の再編事例にお
ける政府間関係に焦点をあて、その政策過程を明ら
かにすることである。教育委員会の統合は、従来の
制度の変更、すなわち、市町村区域と教育行政の範
域の合致という地方教育行政運営上の慣行の修正を
ともなう7）。そのため、水平関係にある市町村間の
費用や役割の分担、調整が求められる。これと同時
に、垂直関係にある都道府県と交渉を行ったり、適
切な情報提供を要請することが予想される。本研究
では、教育行政の広域化の阻害要因を踏まえつつ、
地方政府間関係に焦点を当てる。
　ここで、教育行政領域の政府間関係、政策共
同体に着目した青木の研究8）を参考にする。青木
（2004）は、ルーティーン的政策の公立学校施設整
備領域を取り上げ、地方政府の垂直／水平関係にお
ける制度次元と実施過程次元を枠組みに設定し、政
治アクターおよび行政アクターの行動を明らかにし
た。水平関係9）が制度次元によって規定されるのは
広域連合、組合の場合に限られ、教育行政領域のサ
ンプル数は寡少であるために、検討の射程とされて
いない10）。また、青木の関心は、所与の制度におけ
るアクターの行動に向いており、水平関係のもとで
アクターが制度変更を行う経過は主たる考察の対象
とされていない。以上から本稿は、これらの欠落を
補うものとして位置づけられる。
　本稿が分析対象とするのは、教育委員会必置原則
の制度の変更を企図し、広域連合の制度化が行われ
る過程の諸アクターの行動である。すなわち、「地
方政府のアクター間の非公式的な情報交換や連絡で
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した報告書（2001年）16）は、合併の効果および弊
害とあわせて事務の共同化のそれを併記している。
報告書は、市町村の合併組合せ試案を提示し、当該
地域による自主的な議論に期待している。本稿が対
象とする3町村を含む組合せは、3町村に加茂町を
くわえた4町村合併（A案）と、相楽郡7町村一括合
併（B案）が示された。相楽郡任意合併協議会は当
初B案で検討を進めたが、その後に協議会が解散と
なり、A案へ軌道修正された。
　上記調査会によるB案は、相楽郡任意合併協議会
の発足に一応の筋道をみたが、実際には、町村間で
異なる環境・条件のために調整が難航した。とりわ
け木津町は、急速な宅地開発による郡内最多人口を
有し、財政に余裕があった。そのため、財政難の郡
東部（笠置町・加茂町・和束町・南山城村）と関西
文化学術都市開発により人口流入が進む郡西部（木
津町・精華町・山城町）との「東西格差」が表面化
したととらえられていた17）。協議の次の段階となる
法定協議会の設置議案採決の局面で、木津町議会は
反対多数で否決した。合併の軸であった木津町の不
参加が確実となり、B案は事実上白紙となった18）。
その後は一部で合併交渉の動きがみられたが、7町
村合併の協議は難航が続いた。笠置町担当者は、「郡
内がまとまればいいのだが、温度差は大きい」19）と
取材に応じ、郡内町村の財政力格差とそれに起因す
る合併への姿勢の相違があらわれていた。
　笠置、和束、南山城の3町村は、府の市町村行政
改革支援委員会に助言を要請し（2004年3月）、同
委員会は、「木津町を中心とした相楽郡の広域合併
が最も望ましい」とする提言をとりまとめた20）。約
10年後に3町村の老年人口が約4割に達すること、
安定した行政サービスの提供には3町村合併ではス
ケールメリットが不十分であることを理由に挙げて
いる。しかし、その後も4町への働きかけは結実せ
ず、相楽地域合併問題協議会では、山城、木津、加
茂の3町合併を目指す合意がまとまり、2007年に
木津川市制が施行した。
（２）垂直的関係・行政アクター
　合併協議にもれた笠置、和束、南山城の3町村は、
する見方もある15）。
　一部事務組合が共通事務を持ち寄って処理するの
とは異なり、広域連合制度では多角的な事務の処理
を通じた広域行政の実施が可能となる。たとえば、
都道府県の産業廃棄物処理と市町村の一般廃棄物処
理といった類似の事務を処理できる。制度の性質
上、広域連合の新設は、政府間あるいはアクター間
における調整の難航が推察される。また、広域連合
は複数業務を集約して処理するために、結果として
総合的な行政が重視されやすい。教育領域の一部事
務組合と比較して、設置手続きならびに運営におけ
る首長の参画度が強い方策といえ、行政全般の統合
である市町村合併に近い性質をもつ。
　本稿は課題として以下を設定する。第1に、教育
行政組織の再編過程（〈非公式地方政府間連携〉）の
諸アクターの行動を分析し、統合に誘引した要因を
析出する。これにより、広域連合教育委員会を設置
する政策選好の過程を明らかにするとともに、広域
行政のねらいを把握する。第2に、教育事務の集約
による影響を明らかにする。国が推奨する教育行政
の共同処理について、その帰結を含めた事例研究の
蓄積の意義は十分に認められる。
　本研究では、筆者が2012年12月に実施した相楽
東部広域連合教育委員会事務局次長（当時）への聞
き取り調査、広域連合の設置検討部会の会議録の関
連資料を用いる。加えて、相楽東部広域連合設置に
関する各町村議会議事録を利用する。聞き取り調査
では、調査の目的・趣旨及びデータの取り扱いにつ
いて説明し、同意を得た。当時の経緯は、『朝日新
聞』および『京都新聞』の記事を収集して事実確認
を行った。
３．事例分析
（１）郡内合併の失敗
　いわゆる地方分権一括法施行以後、中央－地方関
係の見直しや分権推進に向けた改革が行われた。京
都府は、小規模町村を中心に行政サービスの維持が
困難な地域が存在するとの認識から、行財政基盤の
拡充を目的とした合併や事務の共同化の体制につい
て検討を開始した。市町村行財政研究調査会が公表
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　2006年4月には、相楽東部広域業務連携協議会
（連携協議会。会長は笠置町長）を設置し、広域連
携の拡大を図った。当初は機関の共同設置による連
携を計画していたが、のちに広域連合方式へ転換し
た。変更理由は、複数業務、部署の一括集約が可能
なこと、権限や事務の委任を府に対して要請できる
こと、既存の一部事務組合の将来的な移管、統廃
合を見込むこと、共同設置教育委員会の場合に町村
教育委員会との事務手続きが煩雑化することなどが
あった24）。広域連合設置の方向性は決定したが、所
掌する業務がまとまらず、統合は初期の計画から2
年遅れた。とくに教育分野は調整が難航し、2006
年度を目途としていた教育委員会の統合は、2009
年度へずれ込んだ。広域連合設立当初から処理する
事務は、広報誌発行、障害者程度区分審査会や障害
者自立支援協議会の運営等であった。他方で、教育
行政は地域特有の風土や社会環境のもとで実施され
るため、効率化が比較的容易である広報誌作成やじ
んかい処理等と性質が異なる。業務の性質の異同が
ありながら、教育委員会の共同設置が連携の中心に
位置づけられた背景として法改正に注目できる。
　当時、教育再生会議は、いじめ問題や高校の履
修漏れ問題について教育委員会体制の是正を指摘
し、「教育委員会の抜本的見直しについて（第一分科
会）」（2007年2月）をまとめた。そのなかで、人口
5万人以下の市町村には原則として教育委員会の共
同設置を求めた。その後の改正地教行法では、全面
必置原則の変更についてトーンダウンし、教育行政
の体制の整備及び充実の努力義務規定（同法第55条
の2）を設けた。先述の府プロジェクトチームの活
動もあり、これらの動向が行政ルートによって伝達
されたことが推察される。これは以下の会議内容か
らも裏づけられる。
　第2回連携協議会（2007年5月）は、連携の具体
的内容を議論している。協議からは、府からの行政
ルートによる情報提供があったこと、広域化に積極
的な姿勢を示し、財政的措置を期待することがわか
る25）。まず、南山城村議会議員が、協議の発端に
ついて3町村長が独自に連携を決定したのかを問う
た。和束町長は、総務省出向職員の府総務部長（当
広域業務連携を模索した。2005年に結成した相楽
東部三町村広域業務連携推進部会（連携推進部会）
は、翌年度からの一部事務の共同処理を目指し、経
費削減につながる事業を検討した。背景には、地方
交付税交付金削減による財政破綻寸前の状況への共
通認識がある。各町村は新聞取材に対して、「財政
は本当に厳しい。府内でも悪い方から数えて3番以
内には入る」（和束町行財政課長）21）、「ほんま先行
きが見えへんかっても、連携をやらんかったら生き
残れへん」（笠置町長）22）と答えている。実際に、南
山城村は2005年度当初予算案において職員残業代
をゼロ計上し（のちに撤回）、笠置町はラスパイレ
ス指数を82へ下げ、人件費抑制に努めていた。
　3町村が合併した場合の総人口は約1万1千人に
とどまり、効果は限定される。そのため、合併では
なく、一部事務のみを共同化する方向で議論が進ん
だ。連携推進部会は、総務、税務、教育等の7分野
のワーキンググループ（WG）をつくり、課長レベ
ルで共同処理する事務を検討した。対象のうち、広
域連合設置初年度から共同化した業務は、おもに総
務の広報誌発行、福祉の福祉有償運送共同運営協議
会に関する業務、教育委員会の設置である。他分野
の事務は少なくとも初年度には統合されず、広域連
合新設の直接的誘因ではなかった。
　当時、府は、行財政改革の一環として広域行政制
度の検討を進めており、研究会やプロジェクトを継
続して開催していた。とくに、「京都府広域地方制
度検討プロジェクトチーム報告書」（2006年8月）
は、府職員と外部専門家によって、垂直関係／水平
関係の観点から補完、連携の仕組みを具体的に検討
している。本稿では実際の状況を追跡できなかった
が、これら研究会での動きや情報が、行政ルートに
よって連携推進部会へ提供されていたことが推察さ
れる。たとえば、以前に3町村が市町村行政改革支
援委員会へ助言を求めた事実は、府から町村へ行政
ルートによって情報提供する非公式制度の存在を補
強するものといえる。また、広域連携に積極的に取
り組む3町村の姿勢をアピールすることで、府から
の財政支援を期待する思惑があったことが報じられ
ている23）。
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容する様子が確認できる。さらに、「斬新な取組み
として見てもらえる」、「府なり国なりに頑張ってい
るといえる。すると特別交付金でももうちょっとと
か言える」（村議会議員）の発言からは、府による財
政的支援を期待する態度がうかがえる。
　上記からは、広域連携推進をめぐる垂直的〈非公
式地方政府間連携〉の存在が観察できる。この連携
は、関連法令や政府の動向の情報提供および3町村
がねらう財政的支援によって補強された。留意すべ
時。後に副知事）によって、財政破綻を回避する手
段として連携業務が紹介された旨を答弁した。また、
後任の総務部長による連携協議会への訪問の報告
を受けて、委員らは、「京都府もこの広域連合には
関心を持って指導的立場に立ったはんねんな」（村
議会議長）、「言いだしっぺやからやってもらわな困
る」（和束町長）、「来てくれてもな、一定の指導をし
てもらわないと」（村議会議長）と発言しており、彼
らが府主導による広域連携と受けとめ、「指導」を受
条例・規則等の整備 町村長、議長、新教育委員会の定期的な懇談、協議を行う
教育行政の基本方針等
の策定
多様な地域性に富む三町村の良さ、独自性を生かし、住民相互の交流が図れるよ
うな基本方針の策定
教育分室の設置 事務局（本庁）設置町村以外の町村に教育分室を設置
組織及び職員体制の充
実
多様な教育ニーズに応じるため、特に連合設置当初は十分な職員数を配置。望ま
しい職員数として、教育委員会事務局14名、教育分室・児童館等の教育機関3
名
笠置町南山城村中学校
組合教育委員会
4教育委員会の同時統合が大前提であり、教育委員会がひとつでもかけた時点で
業務連携は再考・再協議
社会教育施設使用料等
の調整
相互に各施設を公平・有効に利用し、文化サークル等の住民相互の交流や親睦を
図られるように検討
使用料が異なる場合は新教育委員会で検討
教育委員会事務の引継 4教育委員会が保管する事務文書等を一括管理するための事務室、書庫を整備
指導主事配置 特に連合設置当初は3名の指導主事を配置
社会教育主事配置 教育分室配置を含め3名の社会教育主事を配置
体育指導委員の委嘱 体育指導委員は当面はそのまま。新教育委員会が検討
文化財保護の体制 適切な能力を備えた十分な数の専門職員を配置
住民説明会の開催 住民へ丁寧に説明し、理解と協力を得るために努力
その他 ・学校統廃合は地域住民の理解と協力を得ること
・通学区域再編の場合は、時間をかけて検討
・調理場等の統廃合や実施形態変更は、地域の実情に応じた公平的な対応・検討
・学齢簿様式や手続きの統一、区域外就学対応への検討
・就学指導委員会の設置
・特別支援教育推進委員会の設置
・公民館事業等のサービス低下を招かないような配慮
・青少年育成委員会、体育協会などのあり方を検討
・生涯学習講座、スポーツ・文化行事のあり方を検討
表　新教育委員会の体制の充実・整備にかかる提言
（出典：「教育委員会の業務連携に関する調査研究報告書」）
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（筆者－広域連合規約案を）よう通しません、お金
を出すということになれば」（村議会議長）と反対意
見を述べた27）。村長の発言はあくまで村議会の代弁
であり、自身の立場はここでは表明していない。第
6回連携協議会（同年12月）は、規則改正により京
都府の出席要請が可能となること、新たに財政WG
を設置し、費用対効果を早急に算出することを決定
した。
　ここで、南山城村内部に注目したい。当時の村は、
2007年7月に副村長が不在となり、同年12月には
教育長が任期満了後に不在の状況にあった。あわせ
て、事務局係長が兼務する指導主事は、2008年度
から兼務体制を解消し、新たに配置する方針が決定
していた。村議会定例会（2008年3月4日）では、
村長の施政方針演説に対する質疑のなかで、不在ポ
ストの教育長の給与が新年度予算案に計上されてい
ることが指摘された。村長は、「我慢してでも一定
これの方向性がはっきりするまでは、教育長につい
ては我慢していかなあかんというふうに自分なりに
言い聞かせております」と答弁し、教育次長は、教
育長職の不在が、「連合教育委員会ができるまで、
その見通しが立つまでの一時的なもの」と説明し
た28）。なお、教育業務検討委中間まとめが同日提出
されており、村長と行政職員が、教育行政組織統合
を見通して村政運営していたことがわかる。
　教育業務検討委報告書提出を受け、連携協議会は
再度、各町村議会で広域連合規約案の審議、採決を
行うように求めた。村議会定例会（9月11日）では、
広域連合の設置が主題となった。住民の納得が不十
分な点を指摘された村長は、人員削減のために「村
として執行体制を少し変更」する「機構改革」にす
ぎず、住民代表の議会での説明、可決をもって、広
報誌で住民に報告すると答えた29）。複数の議員は、
教育行政の統合が「非常に高度なレベルの問題」で
あるとして、住民説明の徹底を要請した。村は、急
遽9月28日に住民説明会を開催した。
　翌日9月29日の定例会は他の2町が規約案を可決
した後日となり、議員からの反対意見も述べられた
が、最終的には9人中5人の賛成多数で可決した。
それまで他の町と調整にあたってきた村長（議案提
きは、これが行政ルートを主として成立している点
である。本研究では、この段階の教育行政ルートに
よる積極的な垂直関係は把握されなかった。府教育
委員会から町村教育委員会へ地教行法改正等の情報
は通知されるが、制度化の初期段階で町村教育委員
会が広域化の方向づけに強く関与しているとはいえ
ない。会議での「（総務部長は）国にええかっこがし
たい面もあったから」連携を勧めたとする和束町長
の発言を踏まえると、行政アクターによる影響力行
使は相対的に強かったといってよい。
（３）教育行政アクターによる調査研究
　連携協議会と並行して、教育WGを発展させた相
楽東部教育委員会業務連携検討委員会（教育業務検
討委）を2007年9月に設置し、調査研究を行って
いる26）。会の開催に先立ち、同年7月には各教育委
員会の考え方（付帯条件）として4事項が共有され
た。①新事務局設置場所・人員案の提示、②適切な
教育予算案の提示、③府山城教育局の関与および支
援の要請、④町村の教育課題の相違点の整合性を図
ることである。教育業務検討委は、各町村の教育長、
教育委員長、教育委員の12名で構成され、翌年3
月に中間報告を、同年7月には教育委員会体制の充
実ならびに地域住民と行政の距離の視点から「教育
委員会の業務連携に関する調査研究報告書」を公表
し、提言を出した（表参照）。
（４）水平的関係・政治アクター
　第4回連携協議会（同年9月）は広域連合規約案
を議題としたが、効果の分析が不足し、町村内の協
議も不十分なため、各町村の事前調整が必要とされ
た。
　第5回連携協議会（同年10月）では、各町村長と
同議会議長によって広域化への立場が改めて表明さ
れた。笠置、和束の2町が広域連合設置に前向きな
一方で、南山城村は将来的な見通しが不透明であ
り、協議自体が時期尚早とし、消極的姿勢を表した。
広域化の必要性に理解しつつも、「データを示され
ないなかで連合でいくということについての議会と
しての検討に値しない」（村長）、「南山城の議会は
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思う」（和束町長）、「笠置小学校の先生方も学校指導
主事がいないのは困ると言っておられました」（笠
置町議会議員）などと回答し、スケールメリットを
生かして、校種や教科の幅広いニーズに対応できる
点を強調した。南山城村は、「『学校指導主事は必要
です』『京都府では学校教育指導主事を置くという、
システムになっていて教育の指導という形では必要
です』と説明しています」（村長）と述べ、配置の意
義を理解していることから、村内部の意見不和とし
て理解できる。連携協議会のなかでは指導主事配置
の必要性についてはほぼ共通した意見であった。
４．統合による教育行財政への影響
　相楽東部広域連合は2009年4月に教育委員会を
設置した。教育委員会事務局は、学校教育課と生涯
学習課（笠置町分室、南山城村分室含む）の2課制
で、計8名の職員を置いている。統合によって、教
育長3名、教育委員9名の定数減及び職員4名の減
員となり、人件費の削減につながっている。また、
事務の合理化により、年間を通して約5,200万円の
支出を削減した31）。
　管内には小学校3校、中学校2校が設置され、
2016年5月時点の総児童生徒数は391名であった。
なかでも笠置小学校児童数は24名（うち6学年2
名）であり、府の学級編制基準に基づくと25名未満
のため複複式学級設置となる。前年度は、広域連合
単費による常勤講師1名を採用し、全学年に単式学
級を置いていた。2016年度はこれまでの対応をもっ
ても一学級減となる。広域連合教育委員会は府教育
委員会山城教育局へ相談を行い、単年度の特例とし
て府から講師1名の派遣を受けた。したがって、教
諭4名と講師2名（府費負担と広域連合単費負担）
による六学級編制が可能となった。広域連合教育長
は、「京都府教育委員会も連合の特殊性を十分配慮
してくれたところだと思っております」32）と発言し
ており、広域化の実現を一因として府から得た支援
といえる。
　指導行政業務では、指導主事の複数名配置による
多様なニーズへの対応、巡回英語指導助手2名と巡
回図書館司書1名の採用が、人員配置の効果といえ
案者）は賛成の立場にあり、「3町（村－筆者註）と
しては最後の生き残りの手段」と述べ、説得に終始
し、同じく調整に関わってきた議長、教育業務検討
委で報告書をまとめた教育委員長も賛成側に与し
た30）。賛成派議員は、連合設立に向けて解決すべき
諸課題が山積していることを承知しつつも危機的な
財政にある現状を強調して、賛成している。他方で、
反対派は、副村長及び教育長が欠員である村政努力
のなかで、広域化によりポストを新設することへの
疑義、指導主事配置が3町村で計2名のところを3
名へ拡充する計画への懸念などから、反対した。賛
成派が広域化に活路を見出すのに対して、反対派は
現状肯定の立場から広域化への反対姿勢を示した。
この他に、不十分な住民説明や拙速な議会採決が反
対理由として挙げられた。
　各町村議会による広域連合規約案可決後の連携協
議会（2008年11月）では、広域連合設置への最終
調整が行われた。また、2009年度の広域連合教育
委員会発足に向けて府教育委員会と調整について報
告された。会議の意見交換では、統合による財政効
果に関する内容と人員配置の2点について指摘が出
された。
　まず、予算案規模が初年度にしては大きいことが
指摘された。「はじめのうちは辛抱してもらえんか。
それくらいのことをしなければ、ある程度1年なり
2年なり流れていけば、住民感情を逆撫でしない」
（村議会議長）とする発言からは、住民及び村議会
への配慮が察せられる。従前と同様に和束町長は、
「京都府から資金や援助を受けられるならば、当初
で受けておいた方が私はよいと思う」と答え、連携
を契機とした財政支援に期待する意図が看取できる。
　つぎに、指導主事配置について意見された。南山
城村の代表は、「複数の住民（4名）からは、教育指
導主事は必要ないという意見がありました」（村議
会議長）、「前村長が過去4年間にわたり学校教育指
導主事は必要ないということを言ってきました。
（中略）『必要ないものをなぜ置くのか』とよく質問
されています」（村長）と村民意見を代弁した。他の
2町は、「むしろ置かずに評価される父兄方よりも、
やはり学校指導主事を置いて評価される方が多いと
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係による教育行政アクターからの論点提起であった
が、上記懸念を説得するうえで意義があった。教育
事務の共同処理に限定した一部事務組合事例では、
位相が異なることが予想される。事例の比較検討を
通じた、追加の検証が求められる。
　第2に、水平的関係では、アクターの属性に由来
する情報の非対称性が、協議の方向づけに強く働い
ていることが明らかとなった。本事例で教育行政ア
クターは、財政状況や地教行法改正の趣旨を踏まえ
て広域連合設置に賛同した。検討の手続きや教育業
務検討委報告書提出の事実は、のちの町村議会にお
ける規約案採択へ影響している。南山城村では首長
と反対派議員の対立が先鋭化しており、要因のひと
つとして情報へのアクセス権に注目できる。教育業
務検討委の協議進捗は町村議会へ伝達されず、最終
報告書のみが議員の判断材料となった。そのため、
反対派議員はその根拠を報告書に依存せざるをえ
ず、教育行政アクターが積極姿勢を示すなかで説得
的な反対理由を提示することが困難であった。村議
会のみが顕著に対立した背景には、連携会議すべて
が村外で催され、情報アクセスのルートが物理的に
劣位な環境に置かれた点も考えられる。
　第3に、教育の広域行政への実践的含意として、
地方の財政状況に鑑みると、広域連携の実施が職務
遂行体制の強化へかならずしも連動するわけではな
いことが指摘できる。とくに、本事例のような複合
領域の広域化では、組織体制の合理化、効率化が前
面に立ち、指導行政体制の補強は周縁的位置づけと
なりやすい。国や都道府県は、垂直的補完としての
行政サービス体制の最低限の保障や必要な助言・支
援などの積極的な役割遂行が期待される。
　最後に、本稿の課題として、全国的に特殊な広域
連合教育委員会の分析に基づく知見の限界が挙げら
れる。しかし、限定的な知見ではあるが、個別の条
件に影響される広域連携であるからこそ、個々事例
の精緻な分析を蓄積し、経験的データに基づく一般
化を志向する意義については強調したい。また、本
稿では、広域化後の学校関係者、住民による評価を
踏まえられていない。地域の評価を研究の射程にと
らえながら分析事例を蓄積し、比較検討する必要が
る。一方で、広域連合検討過程では指導主事の3名
配置が提言されたにもかかわらず、結果として統合
前の計2名と同じ現状維持となった。3町村は危機
的な財政状況で共通しており、連合設置の主題は財
政支出の削減と行政の合理化であった。したがって、
上乗せによる職員加配や事務処理体制の強化へは連
動しづらい。指導行政体制の強化を主眼とする広域
化の場合は、専門的職員の共同設置による対応が可
能であり、広域連合を新たに設置する必要性は乏し
い。しかし、本事例では緊縮財政のなかで広域連携
が先に検討され、それに付随して教育行政組織が統
合された。また、同時期の教育委員会への社会的な
注目や地教行法の改正が促進要因として重なり、教
育委員会統合を軸とする検討が進んだ。広域連携に
ともなう支出削減（合理化）と行政サービスの充実
はトレードオフの関係にちかく、地方自治体の財政
状況に鑑みると、前者にウエイトがおかれることは
容易に推測できる。国は、教育行政の広域化を推奨
するのであれば、これを考慮する必要があり、広域
化後の指導行政や社会教育行政のミニマム保障、人
員加配等のインセンティブ制度が同時に検討されて
もよい。
結語
　本稿は、広域連合教育委員会の設立の調整過程お
よび教育行財政の帰結を明らかにした。これによっ
て得られた知見は次の3つである。
　第1に、垂直的関係において府から町村への情報
提供を通じた緩やかな〈非公式地方政府間連携〉の
存在が明らかになった。そして、地方自治法に基づ
く制度下の広域連携施策は、とくに初期段階では、
教育行政ルートよりも行政ルートによる情報ネット
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